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概    要  
本研究では、福井市周縁部における郊外住宅地の開発実態と持続可能な居住に向けた展開可能性の考
察を行なった。住宅地開発は 1990 年代後半以降活発化し、小規模化の傾向にあり、土地所有者の高齢
化などにより、田園部の開発が進んでいる実態が明らかになった。しかしその一方で開発から数十年を
経たいくつかの住宅地では、区画統合など空区画の複数利用によって、住宅の増改築や建替、菜園づく
り、親子近居などを実現しており、本研究ではこれら複数区画利用の現象が起こる背景や要因について、
重点的に考察を行なった。これらの考察結果を通して、空き区画による複数区画利用は、居住者の多様
な重要求に対し柔軟に対応する重要な役割を担うと共に、既に開発された郊外住宅地における持続可能
な居住に向けた再構築へのモデルになると考えられる。 
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高度経済成長期以降、地方都市における住宅供
給は中心市街地の周縁部から外延化し、今日も郊
外部での戸建住宅地の開発が続けられている。こ
うした動きは、郊外での商業施設や文化施設など
の開発と共に中心市街地の衰退を進める一方で、
優良農地の分断、自家用車中心の交通手段など、
様々な問題を抱えている。 
このような中で、福井市周縁の郊外部では、既
存の伝統的家屋を持つ集落が残るなど郊外部には
美しい田園風景が残る一方で、福井県は、世帯当
りの自家用車保有率が全国で第 1 位、郊外で買物
をする割合も全国第 1 位となっており、都市の郊
外化は全国的に見ても深刻な状況にあるといえる。 
以上のことからも、今後の人口減少、高齢化な
どが予想される中、持続可能な居住に向けて、こ
れ以上の不必要な開発をどう抑制するのか、また、
既に開発された住宅地を今後どのように地域の中
に位置づけ、自律させていくのかが重要な課題で
あるといえる。 
 
 
 
 
 
そこで本研究では、福井市周縁部の郊外戸建住
宅地におけるこれまでの開発状況の把握を行なう
と共に、持続可能な居住に向けた条件や方策を考
察することを目的とする。  
調査対象地は、福井市のベッドタウンとして好
外部での住宅供給が続いている福井県鯖江市と福
井県坂井市とし、「郊外居住地の開発実態」と「複
数区画利用による自律的住環境形成」の 2 つの視
点から、「郊外住宅地の再構築への課題と展開可能
性」について考察を行なった。 
研究の背景 
研究の目的 
田園に開発された住宅団地 空地の連続する住宅団地
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1.郊外住宅地の開発実態 
 福井県鯖江市郊外の田園地帯（白地地域）にお
ける小規模な住宅開発が点在する地域を対象に、
主に以下の点について明らかにした。 
・住宅地の開発は 1990 年代後半以降活発化し、団
地の規模も小規模化の傾向にあり、住宅団地の多
くは周辺の集落など既存の住宅地と連携すること
なく団地独自で自治会を形成している。 
・土地所有者の中には高齢化により農業を自ら行
なう事が難しく、土地を売却あるいは賃貸するこ
とにより現金収入を得たいと考えている者も多く、
こうした背景から田園部の開発が進んでいる。 
・既存の郊外住宅地に居住する世帯の多くは、地
区が田園から市街化していくことを地区の「発展」
として捉え、また地区内に新規の住宅地が開発さ
れることは、若年層の流入による活気や自治会費
の増加などが期待されることから歓迎すべきこと
として捉えている。 
 
2.複数区画利用による自律的住環境形成 
 福井県坂井市春江町など開発から数十年を経た
住宅地における空区画など複数区画利用の実態調
査を通して、区画の複数利用が活発に行われてい
る背景には、①3世代居住や将来親族への土地確保
が活発である為、②自家用車が主な交通手段とな
っており世帯当りの自動車保有台数が高い為、③
土地価格が安い為の大きく3点が影響していると
考えられる。 
一方、本研究を通して、空区画による複数区画
利用が家族構成やライフスタイルの変化など居住
者の多様な住要求に対し柔軟に対応すると共に、
複数の世帯や区画の集合であることを生かした地
域コミュニティをも支える重要な役割を担ってい
ることを示した。そしてこのような柔軟性が、結 
的に居住者の地域への定住意識を高め、既に開発
された郊外住宅地における自律的な住環境形成に
向けての方策の1つになっていると考えられる。 
 
3.郊外住宅地の再構築への課題と展開可能性 
 以上を踏まえ、郊外住宅地の再構築への課題と
展開可能性を以下のようにまとめる。 
 郊外住宅地のこれ以上の不必要な開発を防ぐた
めに、新規で住宅地を開発する際には、既存の住
宅地や集落に調和し、隣接するような形で配置し
ていくことが望まれる。また、土地所有者や居住
者自身に対し、散発的な郊外開発の問題点を自覚
させるよう、情報提供や教育の機会を設けること
が重要である。 
 一方、既に開発された郊外住宅地の再構築の方
法として、空き区画など居住者自身による複数区
画利用を支援することは重要であると考えられる。 
 具体的には、土地所有者の連絡先、売買や利用
の意向などの情報を居住者がスムーズに得られる
ような仕組みづくりが求められる。また、放置状
態の未利用地について、住環境としての向上と団
地内居住者が有効に活用するため、未利用地を所
有する不在地主へ理解や協力を促すと共に、団地
内居住者の賃貸による暫定利用の提案を行うこと
も必要である。 
 さらに、上記の具体的な仕組みづくりに向けて、
団地自治会等既存の居住者組織を生かすことは情
報収集・情報発信拠点として有効であると考えら
れると共に、不在地主に関する情報提供や地域の
コミュニティづくりに寄与する空区画の利用に対
しては土地所有者に税制面での優遇を行うなど行
政による支援も期待される。
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